
　　　 　 　

中央市まち・ひと・しごと創生総合戦略　実施計画書　【平成２８年度－３１年度】

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑨ ⑩

平成 平成 平成

事業費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2

２　新た
な視点
での農
林業の
活性化

１　効率
的で温
かみの
ある市役
所の創
造

①地域
の特性
を活かし
た農業
の振興

１．中央市における安
定した雇用を創出する

農業・工業の強
化と新たな産
業の創造

新規就農・経営
継承総合支援事
業

　将来的に地域農業を支えることとなる新規就
農者や農業研修生の定着を促進する。

農
政
課

農
政
担
当

● ● ● 36,000 9,000 9,000

① 番号

② 基本政策　他

③ 事業の趣旨・目的

④ 施策の方向

⑤ 事業の名称

⑥ 事業の概要

⑦ 担当課名 他

⑧ 実施年度

⑨

⑩ 事業費

中央市まち・ひと・しごと創生総合戦略　実施計画

■実施計画書の見方

事業の趣旨・
目的

※総合戦略
基本目標

後期基本計画の体系順（基本政策、基本施策、施策の順）に記載しています。

通し番号です。

今後の施策の方向性として、総合戦略における施策を記載しています。

事業の概要

市の主管課及び担当名を表示しています。

事業の内容（目的の達成手段）等について記載しています。

事業を行う目的（目指す成果）として、総合戦略における基本目標を記載しています。

事業名称として、総合戦略における具体的な事業を記載しています。

⑦ ⑧

担
当
課
名

担
当
名

各年度における、事業の実施状況を記号化して表示しています。
※凡例
　　　　　　○：検討・調査　等
　　　　　　◎：試行又は一部実施　等
　　　　　　●：実施　等
　　　　　　□：完了済
　　　　　　－：その他

実施計画期間（3年間）（2年次以降は計画額）の事業費総額を記載しています。（単位：千円）

平成28年度当初予算額とその財源内訳を掲載しています。（単位：千円）
なお、原則として職員人件費は含めていません。

実施計画
期間
（3年間）
事業費

平成28
年度

平成28年度

28 29 30 内訳

実施年度

実施計画期間
（3年間）事業費

番
号

基本
政策

基本
施策

基本
計画
(施策)

施策の方向
(○施策の方向)

※総合戦略
施策

事業の名称
（□主要事業）

※総合戦略
具体的な事業



　　中央市まち・ひと・しごと創生総合戦略　実施計画書　【平成28年度－平成3１年度】 （単位:千円）

平成 平成 平成

事業費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1
地域再生計画の
策定及び推進

　「多様な就農希望者が集まる農家のブラン
ディング」をテーマに、農家という職業に対し、
本市独自の施策で農家特有の魅力の認知を高
め、就農希望者の裾野を広げ雇用の創出につ
なげる。

農
政
課

農
政
担
当

● ● ● 0 0

2
新規就農・経営
継承総合支援事
業

　将来的に地域農業を支えることとなる新規就
農者や農業研修生の定着を促進する。

農
政
課

農
政
担
当

● ● ● 36,000 9,000 9,000

3
①力強
い工業
の振興

市内工業用地等
に関する情報発
信

　山梨ビジネスパーク、市内空き企業用地など
への誘致活動を県や金融機関との連携により
推進する。

商
工
観
光
課

商
工
担
当

● ● ● 5,457 1,819 1,819

4

②多様
な商業・
サービス
業の振
興

商工会と連携し
た集客策の検討
及び推進

　商工会との連携を強化し、持続的な域内消費
喚起策を推進する。

商
工
観
光
課

商
工
担
当

● ● ● 0 0

5
①力強
い工業
の振興

経営安定化支援
策の検討及び推
進

　市内事業者の経営安定化や今後の増加が想
定される後継者不足等に関する問題に対応す
るため、商工会や金融機関の知見を活用した
経営安定化等の支援を行う。

商
工
観
光
課

商
工
担
当

● ● ● 23,550 7,850 7,850

6

②多様
な商業・
サービス
業の振
興

空き店舗対策の
推進

　空き店舗の調査を実施し、新規事業参入希
望者への斡旋等による活用策を検討する。

商
工
観
光
課

商
工
担
当

● ● ● 0 0

番
号

基本
政策

担
当
課
名

担
当
名

基本
施策

基本
計画
(施策)

施策の方向
(○施策の方向)
※総合戦略
施策

事業の名称
（□主要事業）
※総合戦略
具体的な事業

事業の趣旨・
目的

※総合戦略
基本目標

事業の概要

実施年度

内訳

２　新た
な視点で
の農林
業の活
性化

①地域
の特性
を活かし
た農業
の振興

１　明日
を担う商
工業の
振興

28 29 30

平成28
年度

平成28年度実施計
画期間
（3年間）
事業費

１．中央市における安定
した雇用を創出する

民間活力の活
用

農業・工業の強
化と新たな産
業の創造

４　活力
と交流の
拠点づく
り

1



　　中央市まち・ひと・しごと創生総合戦略　実施計画書　【平成28年度－平成3１年度】 （単位:千円）

平成 平成 平成

事業費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

番
号

基本
政策

担
当
課
名

担
当
名

基本
施策

基本
計画
(施策)

施策の方向
(○施策の方向)
※総合戦略
施策

事業の名称
（□主要事業）
※総合戦略
具体的な事業

事業の趣旨・
目的

※総合戦略
基本目標

事業の概要

実施年度

内訳28 29 30

平成28
年度

平成28年度実施計
画期間
（3年間）
事業費

7
１　自治
力の拠
点づくり

１　効率
的で温
かみの
ある市役
所の創
造

④民間
活力の
活用

民間活力の活
用

公共施設活用に
関連する新規産
業・雇用創出

　指定管理制度を導入している公共施設の利
活用による産業・雇用の創出につながる施策を
検討し推進する。

政
策
秘
書
課

政
策
推
進
担
当

● ● ● 0 0

8
地(知)の拠点大
学による地方創
生推進事業

　本市と包括連携協定を結んでいる山梨大学
を基幹とした県内各大学との協働により、地域
に定着し地方創生の中核となる人材の育成や
新規事業化による雇用の創出を図る。

政
策
秘
書
課

政
策
推
進
担
当

● ● ● 0 0

9
若者サポートス
テーションと連携
した移動相談

　就労への意欲はあるが、様々な悩みをもつ若
者をサポートするための相談体制を整え就労を
支援する。

商
工
観
光
課

商
工
担
当

● ● ● 0 0

10
１　自治
力の拠
点づくり

２　住民
参加の
まちづく
り

①住民
参加の
まちづく
り

地域情報発信活
動推進事業

　本市の魅力を改めて掘り起し、磨き上げ、
SNS等の活用により市内外に発信することで知
名度を向上し、移住定住の促進を図る。

政
策
秘
書
課

秘
書
・
広
聴
広
報
担
当

◎ ◎ ◎ 2,964 988 988

11

２　快適
で環境
に配慮し
た社会
の実現

③新エ
ネル
ギーの
活用

太陽光発電設備
設置助成拡大

　子育て世代や空き家（中古住宅）等への太陽
光発電設備の設置優遇措置を検討し、移住定
住の促進と空き家問題の解消を図る。

環
境
課

環
境
保
全
担
当

● ● ● 7,500 2,500 2,500

12

１　こころ
豊かな
暮らしへ
の舞台
づくり

⑥魅力
ある住空
間の創
出

市有分譲地の販
売促進

　本市の利便性、立地環境などのＰＲを強化す
ることにより分譲地の販売を促進し、定住人口
の増加につなげる。

管
財
課

管
理
担
当

● ● ● 5,169 1,723 1,723

１．中央市における安定
した雇用を創出する

２．中央市への新しいひ
との流れをつくる

移住・定住促進
等の推進

４　活力
と交流の
拠点づく
り

１　明日
を担う商
工業の
振興

①力強
い工業
の振興

若者の就労支
援(労働力の確
保・育成)

２　暮ら
しの拠点
づくり

2



　　中央市まち・ひと・しごと創生総合戦略　実施計画書　【平成28年度－平成3１年度】 （単位:千円）

平成 平成 平成

事業費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

番
号

基本
政策

担
当
課
名

担
当
名

基本
施策

基本
計画
(施策)

施策の方向
(○施策の方向)
※総合戦略
施策

事業の名称
（□主要事業）
※総合戦略
具体的な事業

事業の趣旨・
目的

※総合戦略
基本目標

事業の概要

実施年度

内訳28 29 30

平成28
年度

平成28年度実施計
画期間
（3年間）
事業費

13

⑥魅力
ある住空
間の創
出

移住・定住促進
等の推進

移住定住相談
員・空き家バンク
設置の検討、県
人会との連携

　移住希望者への相談体制などの充実や、県
外に在住する本市出身者との交流・連携などに
より本市への人の流れをつくる。

政
策
秘
書
課

政
策
推
進
担
当

○ ◎ ◎ 13,706 13,706 6,853 2,500 4,353

14

⑧リニア
中央新幹
線を活か
したまち
づくり

リニア中央新幹
線効果の活用
と体制の整備

中央市リニア活
用基本構想等の
策定

将来にわたり「まち・ひと・しごと」の好循環が確
立できるように、リニア中央新幹線がもたらす
効果を最大限に活用したまちづくりの基本構想
を策定する。

総
務
課

リ
ニ
ア
交
通
政
策
担
当

● □ 6,588 6,588 6,588

15

４　活力
と交流の
拠点づく
り

３　連携
と挑戦の
観光振
興

①魅力
ある観光
拠点の
整備

計画的な観光
振興と観光ＰＲ
の推進

農産物直売所等
を核とした観光振
興策の推進

　「道の駅」などの農産物直売所を核として自然
環境、歴史文化、地域伝統芸能、農業体験、地
域産業など、新旧有形無形の多様な要素を取
り入れた観光振興を推進する。

商
工
観
光
課

観
光
担
当

● ● ● 0 0

16 結婚相談事業
　結婚を望む独身者の相談支援と出会いの場
を提供する。また、県や民間企業との連携を検
討し、若者の結婚を応援する環境を整える。

福
祉
課

社
会
福
祉
担
当

● ● ● 1,632 544 544

17
市内企業間交流
事業

　出会いの場と異業種の交流による新たな人
脈づくりの場を提供できるよう市内企業との連
携についての検討を進める。

福
祉
課

社
会
福
祉
担
当

○ 0 0

18
夫婦や保護者
の経済的負担
の軽減

不妊治療費助成
事業拡大

　特定不妊治療に要する費用に加えて、男性
不妊治療や一般不妊治療に対しても助成を行
い、不妊治療を望む夫婦の経済的負担を軽減
する。

健
康
推
進
課

健
康
増
進
担
当

● ● ● 14,000 4,000 4,000

１　こころ
豊かな
暮らしへ
の舞台
づくり

２．中央市への新しいひ
との流れをつくる

３　やす
らぎの拠
点づくり

２　健や
かな暮ら
しの実現

３．若い世代の結婚・出
産・子育て・教育の希望
をかなえる

出会い・見合
い・頃合いづく
りの推進

①思春期
の保健対
策と妊娠、
出産に関
する支援体
制の整備

２　暮ら
しの拠点
づくり

3



　　中央市まち・ひと・しごと創生総合戦略　実施計画書　【平成28年度－平成3１年度】 （単位:千円）

平成 平成 平成

事業費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

番
号

基本
政策

担
当
課
名

担
当
名

基本
施策

基本
計画
(施策)

施策の方向
(○施策の方向)
※総合戦略
施策

事業の名称
（□主要事業）
※総合戦略
具体的な事業

事業の趣旨・
目的

※総合戦略
基本目標

事業の概要

実施年度

内訳28 29 30

平成28
年度

平成28年度実施計
画期間
（3年間）
事業費

19
子ども医療費の
助成対象の拡大

　子ども医療費の助成対象を通院・入院とも小
学校６年生から中学校３年生までに拡大する。

子
育
て
支
援
課

児
童
福
祉
担
当

● ● ● 436,335 145,445 29,013 100 116,332

20
保育料見直しの
検討

　保育料の軽減について検討を進め、子育て
がしやすい環境整備を推進する。

子
育
て
支
援
課

保
育
担
当

○ ○ ○ 0 0

21

１　生き
がいと安
らぎの福
祉

②家庭
や地域
における
養育機
能の充
実

子育てに関する
包括的なセン
ターの設置

　妊娠期から子育て期にわたるまでの支援に
ついて、ワンストップ拠点としての子育て世代包
括支援センターを立ち上げ、切れ目のない支援
を実施する。また、全ての子どもが生き生きと
施設を利用することができる機能を備え、現代
の子育て環境や子育て世代のニーズに合っ
た、魅力ある子育て支援拠点の整備に向けて、
NPO・ボランティア組織等との連携を考慮しな
がら取り組みを進める。

子
育
て
支
援
課

児
童
福
祉
担
当

○ － － 0 0

22

３　まご
ころをは
ぐくむ教
育

③豊か
な「食」
に対する
理解の
向上

食物アレルギー
等に配慮した学
校給食施設整備

　全ての児童生徒が給食の時間を安全に楽し
んで過ごせるように、食物アレルギーや衛生面
に配慮した給食施設を整備するとともに、地産
地消の取り組みを継続的に推進する。

教
育
総
務
課

学
校
教
育
担
当

－ － － 1,094,480 0 0 0

23

５　あら
ゆる世
代への
学びの
提供

⑤図書
館活動
の推進

市立図書館子育
て支援総合整備
事業

　子育て世代の交流、憩いの場となる図書館に
おける子育て支援の充実をボランティア組織と
の協働などにより一層推進する。

生
涯
教
育
課

社
会
教
育
担
当

● ● ● 368 0

24

１　生き
がいと安
らぎの福
祉

②家庭
や地域
における
養育機
能の充
実

子育てガイドブッ
ク作成事業

　妊娠・出産・子育てのあらゆるステージに対応
したガイドブックを作成し、その情報を発信する
ことで、核家族化や地域のつながりが希薄とな
る中での子育てに対する不安の解消につなげ
る。

子
育
て
支
援
課

児
童
福
祉
担
当

□ 0 0

３　やす
らぎの拠
点づくり

２　健や
かな暮ら
しの実現

③安心して
子育てがで
きる相談・
支援体制
の整備

夫婦や保護者
の経済的負担
の軽減

３．若い世代の結婚・出
産・子育て・教育の希望
をかなえる

安心して子育て
ができる相談・
支援体制の整
備

4



　　中央市まち・ひと・しごと創生総合戦略　実施計画書　【平成28年度－平成3１年度】 （単位:千円）

平成 平成 平成

事業費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

番
号

基本
政策

担
当
課
名

担
当
名

基本
施策

基本
計画
(施策)

施策の方向
(○施策の方向)
※総合戦略
施策

事業の名称
（□主要事業）
※総合戦略
具体的な事業

事業の趣旨・
目的

※総合戦略
基本目標

事業の概要

実施年度

内訳28 29 30

平成28
年度

平成28年度実施計
画期間
（3年間）
事業費

25

⑤市の
独自性
のある教
育の推
進

特色ある保育の
実施

　市立保育園がそれぞれ特色を出した保育施
策を展開することで、本市の保育環境がさらに
向上するよう取り組む。

子
育
て
支
援
課

保
育
担
当

◎ ● ● 12,000 0

26

②未来
を担う人
材の育
成

市単教員の採用
ときめ細やかな
教育の実施

　市独自に採用した教員（市単教員）を各学校
に配置することにより、情報教育、環境教育、
国語教育、英語教育、福祉教育、国際交流事
業などに力を注ぎ、教育内容の充実を図る。

教
育
総
務
課

教
育
総
務
担
当

● ● ● 0 0

27
学童保育対象児
童の拡大と設備・
施設の充実

　多様な保育ニーズに対応するため、学童保育
の対象児童を拡大する。

子
育
て
支
援
課

児
童
福
祉
担
当

○ ◎ ● 1,386 462 462

28
土曜日保育時間
の延長

　土曜日の保育時間を延長することで、子育て
と仕事が両立できる環境づくりを進める。

子
育
て
支
援
課

保
育
担
当

● ● ● 14,760 4,920 4,920

29

③子ども
にとって
の安全・
安心なま
ちづくり

通学路等におけ
る危険個所の改
修

　妊産婦や子どもが安心して過ごせる環境を整
えるため、通学路などにおける事故防止策を継
続して実施する。

教
育
総
務
課

学
校
教
育
担
当

● ● ● 188,265 34,665 14,850 0 17,200 0 2,615

30
２　暮ら
しの拠点
づくり

３　安全･
安心の
地域づく
り

①防災・
消防体
制の充
実

乳幼児用等防災
備蓄品の整備推
進

　妊産婦や子どもが安心して過ごせる環境を整
えるため、災害時における乳児用粉ミルク、食
物アレルギーに対応した防災備蓄品の確保を
継続して実施する。

危
機
管
理
課

防
災
担
当

● ● ● 24,330 10,458 10,458

３　やす
らぎの拠
点づくり

４　まご
ころをは
ぐくむ教
育

１　生き
がいと安
らぎの福
祉

①子育
てと生活
の両立
支援

３．若い世代の結婚・出
産・子育て・教育の希望
をかなえる

未来を担う人材
の育成

共働き世帯の
子育てと生活
の両立支援

妊産婦や子ど
もにやさしい環
境整備の推進
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　　中央市まち・ひと・しごと創生総合戦略　実施計画書　【平成28年度－平成3１年度】 （単位:千円）

平成 平成 平成

事業費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

番
号

基本
政策

担
当
課
名

担
当
名

基本
施策

基本
計画
(施策)

施策の方向
(○施策の方向)
※総合戦略
施策

事業の名称
（□主要事業）
※総合戦略
具体的な事業

事業の趣旨・
目的

※総合戦略
基本目標

事業の概要

実施年度

内訳28 29 30

平成28
年度

平成28年度実施計
画期間
（3年間）
事業費

31
市役所統合庁舎
の建設

　市民サービス・経済性・効率性を重視し、分庁
方式で運用している市役所庁舎（３庁舎）を１つ
に統合し、効率的で温かみのある市役所を創
造する。

政
策
秘
書
課

政
策
推
進
担
当

● ● ● 100,095 30,095 30,095

32
既存施設の機能
を集約した地域
拠点整備

　老朽化による維持管理費の増大や人口減少
に伴う利用率の低下などの将来的な問題を見
据えて、市役所庁舎の統合によって支所となる
既存庁舎の空きスペースなどを活用した公共
施設の統合を検討し、地域ネットワークの拠点
となる施設整備を推進する。

政
策
秘
書
課

政
策
推
進
担
当

○ ◎ ● 0 0

33
２　暮ら
しの拠点
づくり

１　こころ
豊かな
暮らしへ
の舞台
づくり

⑥潤い
ある生活
空間の
整備

核となる新たな
総合運動（防災）
公園整備の検討

　平時においてはスポーツ振興や屋外での子
どもの遊び場、憩いの場として活用し、災害時
においては防災公園としての機能を有する施
設の整備を検討する。

都
市
計
画
課

都
市
整
備
担
当

○ － － 0 0

34
１　自治
力の拠
点づくり

２　住民
参加の
まちづく
り

①住民
参加の
まちづく
り

自治組織に対す
る支援

　自治組織の活性化を支援し、主体的な自治
活動の推進を図るために、地域の振興等に関
する事業に対して補助を行う。

総
務
課

総
務
行
政
担
当

● ● ● 69,939 28,925 28,925

35

③交通
安全・防
犯対策
の推進

街路灯、防犯灯
など防犯施設の
整備の推進

　地域の安全な暮らしを守るため、自治会が管
理する防犯灯のLED化などについて補助を行
う。

総
務
課

総
務
行
政
担
当

● ● ● 10,000 10,000 10,000 0

36

②自主
防災組
織の活
性化およ
び市民・
企業との
連携

地域防災力の整
備強化

　防災研修会の開催、防災リーダーの育成、防
災士資格の取得に対する助成を行う。また、自
主防災組織と消防本部及び消防団との連携強
化にも努め、地域の防災力の向上による地域
減災を図るための取組を推進する。

危
機
管
理
課

防
災
担
当

● ● ● 666 222 222

公共施設の体
系的な見直し

市民参加のま
ちづくり

１　自治
力の拠
点づくり

２　暮ら
しの拠点
づくり

１　効率
的で温
かみの
ある市役
所の創
造

３　安全･
安心の
地域づく
り

①行政
運営の
効率化

４．次代に向けた地域
づくりと連携で安心なく
らしを守る
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　　中央市まち・ひと・しごと創生総合戦略　実施計画書　【平成28年度－平成3１年度】 （単位:千円）

平成 平成 平成

事業費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

番
号

基本
政策

担
当
課
名

担
当
名

基本
施策

基本
計画
(施策)

施策の方向
(○施策の方向)
※総合戦略
施策

事業の名称
（□主要事業）
※総合戦略
具体的な事業

事業の趣旨・
目的

※総合戦略
基本目標

事業の概要

実施年度

内訳28 29 30

平成28
年度

平成28年度実施計
画期間
（3年間）
事業費

37

②公共
交通機
関の利
便性の
向上

市民が利用しや
すい公共交通環
境の整備推進

　住む人、訪れる人に快適で利便性の高い交
通環境を整えるため、運行中のコミュニティバ
スの機能強化を図り、さらなる利便性の向上を
目指す。

総
務
課

リ
ニ
ア
交
通
政
策
担
当

● ● ● 14,601 4,867 4,867

38

①道路
交通の
利便性
の向上

市内道路網の充
実

　住む人、訪れる人に快適で利便性の高い交
通環境を整えるため、都市計画道路など市の
骨格を形成する幹線道路網の機能強化を図
り、さらなる利便性の向上を目指す。

都
市
計
画
課

都
市
整
備
担
当

● ● ● 337,205 5,105 5,105

２　暮ら
しの拠点
づくり

１　こころ
豊かな
暮らしへ
の舞台
づくり

４．次代に向けた地域
づくりと連携で安心なく
らしを守る

道路交通等の
利便性の向上

7


